
11号幹道排水事業損失防止調査業務

                    　下水道河川局　事業推進部　河川事業課　河川工事係

令 和 　６年 度 施 工

     業務設計書（公示用）

令和 　６年 　３月    単価適用

業務名：

                                  札幌市- 1 -



位置図　S=1：10,000

令和６年度 

11号幹道排水事業損失防止調査業務

河川名：11号幹道排水
住　所：白石区川下2693番地先ほか

川下公園
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道央自動車道

札幌白石高校

対象河川：11号幹道排水



11号幹道排水　調査対象家屋　S=1：2,000

住　　所：白石区川下2693番地先ほか

① ② ③ ④

凡例

事前調査

事後調査



（ ）

１．積算金額

設計金額 （円）

内 業 務 価 格

訳

区　分

業務名 11号幹道排水事業損失防止調査業務

消費税相当額

業　務　委　託　費

                                  札幌市- 1 -



１．

２．

４．

３．

５．

６．特記仕様書

工事説明書業務説明書

概要

調査対象物件：２棟(事前調査)

　　　　　　　２棟(事後調査)

契約書に示す着手の日から令和 6年 8月30日までとする。

札幌市下水道管きょ工事仕様書、その他関係する指針・要領、別添特記仕様書による。

場所

期間

図面

仕様書

白石区川下2693番地先ほか

別添のとおり。

                                  札幌市- 1 -



1)

2)

3)

①

②

4)

5)

③

6) 　家屋調査は、下表のとおりとする。

調査内容

木造建物Ｃ 200㎡以上～300㎡未満 外部調査のみ

非木造建物（用途区分）ハ 400㎡以上～600㎡未満 外部調査のみ

合　計

※上表の事前調査については、令和６年５月下旬を目途に調査を終えること。

これによりがたい場合は、業務主任と協議の上、報告日等を決定すること。

調査内容

非木造建物（用途区分）ハ 200㎡以上～400㎡未満 外部調査のみ

非木造建物（用途区分）ハ 400㎡以上～600㎡未満 外部調査のみ

合　計

7)

8)

2　棟

備考

③

④

　本調査は、普通河川11号幹道排水において、昨年度に施工された河川工事による周辺建物への影響を、別
途実施した事前調査の結果と比較し照査するものと、継続工事を行う予定区間の現況を事前に調査するもの
である。

　受託者は、事業損失防止調査の実施に当たって、次に掲げる事項を遵守しなければならない。

① 　事業損失防止調査で知り得た権利者側の事情及び成果品の内容を他に漏らしてはならない。

② 　事業損失防止調査が権利者の財産に関するものであり、損害等の有無の立証及び費用負担額積算の基
礎となることを理解し、正確かつ良心的に行うことはもとより、権利者に不信の念を抱かせる言動を慎
まなければならない。

③ 　権利者から要望、陳情等があった場合には、十分その意向を把握したうえで、速やかに業務担当者に
報告し、指示を受けなければならない。

　 主任担当者は以下の者、もしくはこれと同等の知識及び能力を持つと発注者が認めた者とする。

　家屋調査等の業務に関し、７年以上の実務経験を有する者。

　受託者は発注者から事業損失防止調査に従事する者の身分証明書の交付を受け、業務に従事するとき携帯
させ、権利者から請求のあった場合は、これを提示しなければならない。

　また、調査完了時には、速やかに身分証明書を発注者に返納しなければならない。

　受託者は、事業損失防止調査のために権利者の占有する土地、建物等に立ち入ろうとする場合、あらかじ
め、当該土地、建物等の権利者の同意を得なければならない。

　工損調査等に関する補償業務管理士（社団法人日本補償コンサルタント協会の補償業務管理士研修及び検定
試験実施規定第14条に基づく補償業務管理士登録台帳に登録されている者）

① 　受託者は、前項に規定する同意が得られたものにあっては立ち入りの日及び時間を、同意が得られな
いものにあってはその理由を付して、速やかに業務担当者に報告し、その指示を受けなければならな
い。

② 　受託者は、事業損失防止調査を行うため建物等の立ち入り調査を行う場合には、原則として権利者の
立会いを得なければならない。ただし、立会を得ることができない時は、権利者の了解を得ることを
もって足りる。また、その際立会簿を作成し権利者の署名・捺印を得ること。

　受託者は、権利者と面接し説明を行った場合は、その都度、説明の内容及び権利者の主張または質疑
の内容等を説明記録簿に記載すること。

種　　　　　別 事前調査

1　棟

1　棟

  受託者は対象家屋だけでなく敷地内の塀、物置などについても調査を行うこと。また、工事施工予

定箇所に面している敷地部分が舗装されていた場合、亀裂、破損等の状況について調査を行うこと。

  報告書の作成にあたっては、グリーンマーク製品の使用に努めること。

種　　　　　別 事後調査 備考
1　棟 ①
1　棟 ②

2　棟

特記仕様書



9)　家屋調査について

調査項目 外部のみ

基礎 ◎

軸部 ○居室を除く

開口部 ○居室を除く

床 ×

天井 ×

内壁 ×

外壁 ◎

屋根 ◎

水回り ×

外構 ◎

ア　調査区域位置図
イ　調査区域平面図
ウ　建物等調査一覧表
エ　建物等調査書（総括表）
オ　建物等調査書（平面図・立面図）
カ　損傷調査書
キ　地盤測定位置図・測定表
ク　写真集

10)業務費の積算は、設計業務等積算基準(札幌市)による。

４方向について１方向から２
箇所程度計測する

　　（４）本特記仕様書以外の事項については「下水道管きょ工事仕様書」によるものとし、成果品は下記
　　　　　により取りまとめ、Ａ４版製本２部とする。また、電子納品については別添1のとおりとする。

庇、雨樋を含む亀裂又は破損の状況 発生状況に応じて計測する

浴槽、台所、洗面所等の亀裂、破損、漏水等
すべての損傷を「内壁」の
調査に順じて計測する

テラス、コンクリート叩、門柱、塀、擁壁等損傷
すべての損傷を「水回り」の
調査に順じて計測する

調査内容 計測頻度（仕様書）

家
屋
調
査

基礎の傾斜又は沈下の状況 ４方向を計測する

柱及び敷居の傾斜状況 全３箇所程度を計測する

（建具等の建付不良）、出入口の開閉不能、施錠不良 全５箇所程度を計測する

床の傾斜、縁切れ、剥離、破損等の状況 発生状況に応じて計測する

天井の亀裂、縁切れ、シミ等の状況
発生状況に応じて「内壁」
の調査に順じる

内壁のちり切れ、亀裂、シミ等の状況 全６箇所程度を計測する

外壁の亀裂の状況

　　　　注意すること。

　　（１）工事箇所近辺の家屋等（別添図示の4棟）について家屋調査を行い、その結果を提出

　　　　するものとする。なお、調査家屋数が変われば別途協議する。

　　（２）家屋調査の区分・内容は、下記の調査区分によることとする。

　　　　　なお、既存建物の破損等状況により疑義が生じる場合は別途協議する。

　　（３）調査時は2名以上で行動し、服装・言動については所有者等の心証を害することのないよう
















